
令和５年度社会福祉法人桑折町社会福祉協議会事業計画 

－共に支え合う地域づくりを目指して－ 
 

Ⅰ．事業運営の基本方針 

 １) 法改正による社会貢献と地域課題 

 平成２９年４月の社会福祉法の改正に伴い、桑折町社会福祉協議会の定款が改正され、

新定款に基づいて事業実施等を進めており、その中で社会福祉法人の役割として積極的に

地域社会に、貢献していかなければならないとされております。 

 現在、地域社会においては、少子高齢化の進行や人口減少、また核家族や都市化に伴い、

家族・地域のつながりの希薄化、社会的孤立、個人、世帯が複数の生活上の課題を抱え、

複合的複雑的なケースが増えてきており、福祉課題への対応が急務となっております。 

本町においても、子育て支援や若者定住対策、さらには令和５年１月１日現在、高齢化

率３７.７％の実情に鑑み、認知症や高齢者世帯への対策が重要課題となっております。 

また、新型コロナウイルス感染症の拡大による社協事業及び、介護保険事業が制限され

る中、国の方針で新型コロナウイルス感染症が感染症法上５類に移行されても、ウイルス

の感染力や高齢者の重症化リスクが低くなるわけではなく、徹底した感染予防対策をしな

がら事業展開を考えていかなければなりません。 

２) 更なる福祉活動の展開 

昨年３月１６日午後１１時３６分に、福島県沖・深さ６０kmの地点で、マグニチュード

７.４の地震が発生し、震源地に近い福島県・宮城県では最大震度６強を観測しました。桑

折町では、東日本大震災を思い起こす震度６弱の揺れが襲い、町内では大きな縦揺れの中、

大規模な停電が発生し、外灯や信号も消え、暗闇の中、地響きと物が倒れる音が響き渡り

ました。伊達崎橋、伊達橋、大正橋、昭和大橋が損傷により通行止めになるほか、屋根瓦

や壁、ブロック塀が崩れ落ちたり、道路に亀裂ができ、断水被害もありました。 

当社会福祉協議会では、町の要請により被災された町民の生活環境の回復を支援するた

めに、翌日の１７日に町災害ボランティアセンターを開設しました。災害ボランティアセ

ンターでは、５月１３日まで受付をして、屋根の応急措置８２件、災害ごみの撤去３６件、

母屋の室内片付け１６件、合計１３４件を処理しました。ボランティア参加者は、災害ボ

ランティア「愛･知･人」が延べ６１１名、一般ボランティアが延べ２８４名、合計８９５

名ですが、県社会福祉協議会のご支援のもと、連合福島２３名、青年会議所３５名の皆様

にご支援をいただき、また、南郷町内会の皆さんや町職員労働組合の皆様にもボランティ

アとして参加いただきました。 

しかしながら、地元ボランティア参加が少なかったという課題が浮彫となり、防災だけ

でなく、被災地となった際、復旧に向けての地域の団結力を図るため、継続した災害講座

を開催してまいります。 

また、町、当社会福祉協議会、災害ボランティア「愛･知･人」（代表：赤池博美）は、昨

年４月２１日に「災害時におけるボランティア活動に関する協定」を締結しましたので、

三者が協力して、災害が発生した場合は、一日でも早い復旧に向け対応してまいります。 

一昨年に引き続き、新型コロナウイルスが世界中で蔓延している中、当社会福祉協議会

の介護施設において、職員や利用者が新型コロナウイルス感染症を発症し、保健所の指導

の下で、やすらぎ園デイサービスともんもの営業を一時休止いたしました。利用者の皆様



に大変なご心配とご迷惑をおかけいたしました。現在は、平常の営業に戻っております。

引き続き徹底した感染予防対策に努めてまいります。 

新型コロナウイルス感染拡大によって休業、失業などにより収入が減少した方に対し、

当座の生活費としての緊急小口資金の特例貸付（３３件、６,５００,０００円）や、生活

再建までの生活費として、総合支援資金の特例貸付（５４件、２８,２５０,０００円）の

申請書の受付の窓口対応をしてきました。 

次に、高齢者世帯や日中一人暮らしの方が増加する中で、助け合いのための居場所づく

りが大切であり、介護予防、認知症予防、健康づくりのため、地域でのサロン活動が有効

とされています。 

しかし、コロナ禍により、サロンの開催が制限される中においても、指導者の高齢化に

伴う若手指導者を、育成することが必要であります。 

そのため、サロン活動の中で、地域の支え合い事業が実施できるよう町と連携し、令和

４年度から、町助成金３万円を上乗せ支給して支援してきました。 

更には、介護保険による生活援助利用の制限や一人暮らしの高齢者が増加しているため、

地域支え合い事業（ゴミ出し、清掃、買物、調理、洗濯等）への対応が求められておりま

すので、社協としては、町からの助成・支援を受け、連携を図り有償助け合いサービス事

業（有償ボランティア）の確立をより一層図っていく必要があります。 

全国的に増加している「子ども食堂」については、令和元年７月より、町内社会福祉法

人５事業所のご協力のもと実施しておりましたが、新型コロナウイルス感染症予防対策の

ため一時休止した時期もありましたが、子どもの孤食をなくし、地域の子ども及び高齢者

が世代間交流を通じて、安心安全な地域づくりをコロナ禍でも可能な限り再開することに

なり、社会的状況を見ながら、子ども食堂の本来の事業目的である「居場所」づくりとし

ての食事する形態へ徐々に戻してまいります。 

本年度の事業運営については、これらの課題に的確に対応するために、これまで取り組

んできた地域の福祉力を高める事業の充実と体制の整備を図り、町民による地域福祉活動

や生活支援の強化に努める必要があります。 

３）介護サービス事業所サービスの質の向上に向けて 

本会が実施する介護サービス事業については、ここ近年、事業所等新規開設の増加に伴

う利用者数の減少や、新型コロナウイルス感染拡大により、利用控え等で経営が厳しくな

ってきております。 

昨年度より、本会通所介護サービス事業所では、科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）

への提出を行い、今後フィードバックされる情報を活用し、サービスの質の向上を図って

まいります。また、ＩＣＴ化を図り、介護記録等の効率化、介護看護職員等の仕事の軽減

化を実施してまいります。 

以上の状況を踏まえ、令和５年度事業運営に当たっては、 

一 支えあい社会構築のため、社協の果たすべき役割の、住民に寄り添った地域福祉事

業をさらに推進します。 

二 住民ニーズにこたえる効果的かつ効率的な介護事業及び町が進める介護予防・日常

生活支援総合事業の推進に協力し、有償助け合いセンター（有償ボランティアセンタ

ー）の充実を図ります。 

三 経営基盤の安定のため、更なる財源の確保に努めるとともに、人材育成体系の整備

を進め、職場環境の改善をして人材確保を図っていきます。 



四 介護サービス事業所のサービスの質の向上、介護事業運営の更なる充実を図ります。 

を基本方針とし、世代を越えた支え合いなど、地域全体が連帯する活力ある共生社会

の構築に努め、社協の使命である「誰でもが安心して暮らすことができる福祉のまちづ

くり」を推進します。 

 

Ⅱ．事業実施目標 

１．理事会･評議員会の開催 

平成２９年４月の社会福祉法の改正による定款の改正に伴い、理事７人、監事２人、評

議員１０人の体制で定期的に開催し、町民のニーズに即した地域福祉事業を展開するとと

もに、介護保険事業・介護予防事業の健全な運営に、役職員一体となって取り組みます。 

２．組織運営の整備 

 ① 組織運営の検討 

   地域の福祉ニーズに応えられるよう組織及び事業内容の検証や見直しを行い、効果的で

効率的な事業の推進に努めるとともに、組織運営体制の整備に努めます。 

 ② 人材養成体系の整備 

   介護サービス事業の質の向上を図るため、職場環境の整備や職員研修の充実と職員の資

質向上を図り、利用者から安心し、信頼される事業の運営に努めます。 

３．地域福祉事業の実施 

 ① 地域福祉事業の推進 

  １）地域福祉の推進のため、民生委員等関係機関団体との調整を図り、福祉活動の支援を

行います。 

２）寝たきり高齢者等の介護者に対する支援を行います 

ア）家族介護者交流事業の実施（地域包括支援センター） 

イ）激励・支援事業の実施 

３) 福祉団体等の活動促進のため福祉バスを運行します。 

② ボランティア活動の推進 

１) 住民参加の事業を展開できるように、行政と協力し合い、ボランティアの発掘・育成

を図ります。 

  ２) 個人及び団体の登録ボランティア相互の連携と連絡調整を図り、ボランティア活動の

活性化を図ります。 

  ３) 生活支援・介護予防サービスへのボランティアの育成を図ります。 

  ４) ボランティアセンター広報誌「陽だまり」を毎月発行し、ボランティアの募集、ニー

ズの発掘及びボランティアについての啓発を図ります。 

  ５) 町内小中学校と連携し「サマーショートボランティアスクール」を通じて福祉教育、

ボランティア体験を支援します。また、「桑折町地域学校協働本部」と連携し、学校にて

福祉の出前教育を実施して行きます。 

  ６) 住民同士の支え合い事業が求められておりますので、令和２年度に設置した「有償助

け合いセンター」にて活動者の募集・登録と利用者を募集したなかで、利用者との間を

取り持つコーディネートを図っていきます。 

  ７) ボランティア活動中の事故に備え、ボランティア活動保険への加入を促進します。 



③ 高齢者福祉事業の推進 

  １）老人クラブ活動の育成支援を行います。 

２）ひとり暮らし高齢者・高齢者世帯及び寝たきり高齢者に、共同募金の配分金等を活用

し、援助、支援を行います。 

  ア）ひとり暮らし高齢者及び高齢者世帯を対象にした事業 

ａ）シニアいきいきの集いを実施 

ｂ）一人暮らし高齢者及び高齢者世帯支援事業を実施 

ｃ）除雪することが困難な世帯に対しての除雪事業の実施 

   イ）寝たきり高齢者を対象にした事業 

ａ）日常生活用品引換券給付事業を実施 

３）デイサービスが必要とされる方に対し、地域包括支援センターにおいて、チェックリ

ストを実施した方のうち、事業対象者または要支援認定を受けた方には、やすらぎ園デ

イ（もんも）や大かや園での通所介護サービスを提供していきます。 

 ④ 障がい(児)者福祉事業の推進 

１）ふれあいサービス事業を実施して、レクリエーション活動を通して参加者同士の交流

を図ります。 

２）障がい者の団体に対し、活動の推進のための経費の助成を行います。 

 ⑤ 幼児・児童福祉事業の推進 

１）準要保護世帯への支援事業を実施します。 

２）保育を要する児童のための活動を支援します。 

３）乳幼児を持つ母親の相互連携や情報交換のための活動を支援します。 

４）児童遊び場を管理点検し、町民の要望に応じて老朽化や活用のない遊び場は撤去の方

向で進めます。 

５）「子ども食堂」については、月１回第３木曜日に、町内社会福祉法人や関係団体の協力

を得ながら実施してまいります。 

 ⑥ 低所得世帯の援護 

１）生活援助資金及び生活福祉資金の周知及び適正な運用を図ります。 

２）生活困窮者に対し義援金を配分します。 

３）生活困窮者自立支援制度について、町及び民生委員と協力し対応していきます。 

４）フードバンク事業を企業等と連携し、実施してまいります。 

 ⑦ 福祉活動等の支援 

１）町内で活動する福祉団体等の活動を支援します。 

２）ふれあいいきいきサロンの育成と活動を支援し、活動費の一部を助成します。 

ア）サロンの新規開設を促進するための指導援助、コーディネートを推進します。 

イ）サロンの後継者育成と介護予防、健康志向の事業にも取り組みます。 

ウ）ふれあいいきいきサロンにおける講師派遣及び「うぶかの郷」・お弁当配布事業を利

用した事業を助成します。 

エ）子育てサロンに対し、活動の推進のため配分金を交付します。 

オ）ふれあい館の維持管理・利活用と運営を支援します。 

⑧ 社会福祉事業の周知 

１）広報紙「社協だより」を年４回発行し、社協事業の町民への周知と紙面の充実を図り

ます。 



２）ホームページと Facebookを活用し、随時更新して情報公開に努めます。 

３）地域福祉向上のための、啓発事業としての講演会等を実施します。 

４）社協事業の公開のため、決算計算関係書類及び財産目録等を閲覧できるよう事務所に

備えおきます。 

 ⑨ 苦情処理の対応 

    福祉事業に対する苦情、要望などを受け付け対応するために、苦情解決責任者、苦情

受付担当者及び委員（５名）を設置し、早急な苦情解決を図ります。また客観的な立場

で解決を図るために第三者委員（３名）を配置します。 

⑩ 権利擁護事業 

１）判断力の不十分な方に対し、福島県社会福祉協議会が実施する日常生活自立支援事業

（あんしんサポート）の利用を推進します。 

２）町長申し立てにより被後見人･被保佐人･被補助人の審判を受けた町民のうち、後見人･

保佐人･補助人となり得る親族等がいない町民に対し、本会が法人後見人として後見業

務を行います。 

４ 災害対策事業 

① 災害発生時の対応 

災害が発生したときは、日本赤十字社桑折町分区及び関係機関と連携して対応していく

とともに、町と協議して必要に応じ災害ボランティアセンターを設置して行きます。町の

要請により、福祉避難所がやすらぎ園に設置された場合は、社協職員と健康福祉課職員で

速やかに対応し、長期にわたる場合は、赤十字奉仕団、ボランティア等の協力を得ながら

対応を図っていきます。 

② 災害講座の開催 

災害が発生した際、被災者へのきめ細かな支援や被災地の迅速な復旧復興を図る上で、

町民による自発的なボランティア活動の役割が重要視されていますので、多くの町民の皆

様に災害時の支援活動に主体的に参加協力していただけるよう、防災・減災や災害ボラン

ティアに関する基礎を学ぶため、災害講座を開催します。 

５ 地域包括支援センターの運営 

町から運営を受託し、高齢者が地域において自立した日常生活を営むことができるよう

にするとともに、町の介護予防・日常生活支援総合事業（総合事業）の取り組みを推進し

ます。また、地域ネットワーク会議、個別ケア会議を開催し、介護事業所や各機関との情

報交換や勉強会、地域課題の抽出を行います。 

① 総合相談支援業務の実施 

１）高齢者の不安・介護・健康・生活・福祉に関する相談を受け付けます。 

２）介護保険や介護サービス利用についての説明や要介護認定申請を代行します。 

② 介護予防事業の実施 

１）チェックリストを実施し、該当する方及び要支援認定を受けている方に対し介護予防

サービス計画作成・介護予防ケアマネジメントを支援します。 

２）介護予防計画の原案を作成します。 

３）町の介護予防・日常生活支援総合事業（総合事業）の推進に協力し、地域の多様な主

体を利用して高齢者を支援します。 



４）介護予防いきいき百歳体操を推進します。 

５）出前講座（サロン等）を実施します。 

③ 認知症に対応する事業 

１）個別相談を実施します。 

２）認知症カフェの運営を図ります。 

３）認知症サポーター養成講座を実施します。 

４）その他、認知症に関する事業を実施します。 

④ 虐待の防止及び早期発見、その他権利擁護のために必要な事業の実施 

１）民生委員、人権擁護委員等との情報共有と連携を図り、家庭内虐待や介護放棄の防止

と人権の保護に努めます。 

２）日常生活自立支援事業（あんしんサポート）、後見人制度等の周知啓発活動を推進します。 

３）関係機関と連携を図りながら消費者被害の相談、被害予防の啓発にあたります。 

⑤ 家族介護者交流事業（町受託事業） 

   家族介護者相互の交流を通し、心身ともにリフレッシュ化を図ります。 

６ 介護保険事業 

一 経営基盤の安定化を図るため、各事業において利用率の向上と業務の効率化に努めます。 

二 利用者の人権を尊重し、満足度の高い介護サービスの提供に努めます。 

三 職員の資質と介護レベルの向上を図り、利用者の介護の充実に努めます。 

四 利用者及び各種加算等の増を図り、介護保険事業の経営改善に努めていくとともに、人

材確保のため職員の処遇の改善を図っていきます。 

五 新型コロナウイルス等の感染症予防対策を実施し、職員・利用者とも感染しないよう努

めます。 

 ① 居宅介護サービスの提供 

１）訪問介護（ホームヘルプサービス） 

入浴をはじめとする身体の保清、排泄、食事の介助その他生活全般にわたる援助を

行ってきましたが、職員退職により、事業所開設人員基準である常勤換算２.５以上の

訪問介護員が確保できないことから、令和５年度から一時休止といたします。 

２）通所介護（デイサービス） 

２ヵ所（やすらぎ園、大かや園）の指定通所介護事業所を利用者の状況に応じて、

入浴・排泄・食事等の介助、レクリエーションを通しての機能回復を図り、土曜日、

祝祭日を含めた週６日対応で行います。また、やすらぎ園、大かや園デイサービス共

に、個別機能訓練を実施することによる身体機能の回復・生活全般にわたる援助を進

めております。大かや園デイサービスセンターについては、地域密着型のため地域と

の連携を図っていくよう年２回運営推進会議を開催していきます。 

また、やすらぎデイもんもでは、リハビリ特化型・半日デイサービスとして、介護

予防とパワーリハビリをセットに、理学療法士の常勤職員を配置して月曜日から土曜

日までの６日間、営業を実施していきます。 

② 居宅介護の支援（ケアプランの作成） 

ア）高齢者の実態を把握し、適切な情報を提供して居宅サービス計画の原案を作成しま

す。 

イ）病院、地域包括支援センター、サービス事業所等との情報の共有を図り、より良い



サービスの提供に向け連携を密にしていきます。 

ウ）必要に応じ、地域包括支援センターから委託を受けて、利用者の自立を支援する介

護予防計画の原案を作成します。 

エ）災害公営住宅・復興住宅に入居している方の高齢化に伴う、要介護者のケアプラン

の作成に関わっていきます。                                                

 ③ 総合事業サービスの提供 

   町が実施する要支援者の方と事業対象者への介護予防・日常生活支援総合事業（総合

事業）の提供に協力していきます。 

１）介護予防・日常生活支援総合事業 

２ヵ所（やすらぎ園、大かや園）の指定通所介護事業所において、要支援者の方と

事業対象者に対し町の指定を受け介護給付の利用者と同様に予防給付の対象者の状況

に応じて、土曜日、祝祭日を含めた週６日対応で行います。また、個別機能訓練の対

応も進めております。 

大かや園デイサービスセンターについては、地域密着型のため、地域との連携を図

っていくよう年２回運営推進会議を開催していきます。 

また、やすらぎデイもんもでは、リハビリ特化型・半日デイサービスとして、介護

予防とパワーリハビリをセットに、理学療法士の常勤職員を配置して月曜日から土曜

日までの６日間、営業を実施していきます。 

２）地域支え合い事業 

今、現在、介護保険サービスだけでなく、地域において住民同士の支え合いが重要

となっております。そのため、地域で支え合う仕組みづくり勉強会や生活支援体制整

備事業の中の協議体「せっかくどうも会」を開催し、地区等を単位とした助け合いを

進めていく方針で、町民と一緒に社協職員も参加し、地域助け合いの輪が広がるよう

活動をしてまいります。 

また、社会福祉協議会としては、町と協力して有償助け合いサービスセンター設置

及び事業実施要綱に基づき、町全体としての有償助け合いサービス事業の推進を図っ

ています。 

   ④ より良いサービスを提供するための改善事業 

１）町内社会福祉法人や各介護施設・事業所との連携による地域福祉介護の充実を図る定

期的な代表者連絡会議を開催し、社会福祉法人としての社会貢献事業及び町の介護福祉

の向上のための協議を進めていきます。 

２）利用者の意見・要望聴取のためのアンケート調査を実施します。 

３）利用者に喜んでもらえるよう、誕生月に花等のプレゼントを実施します。 

７ 社会福祉協議会の自主財源確保による地域福祉事業の推進と社会貢献事業 

  全国的に社会福祉協議会の介護事業が、報酬切り下げ等により厳しい経営が続いていま

す。そのため、社会福祉協議会の新たなサービス事業の展開し、自主財源の確保に努め、

住民に寄り添った地域福祉活動を進めます。 

  特定財源のご遺志基金を活用して、介護予防マシンの導入した「もんも」において、介

護保険事業リハビリ特化型・半日デイサービスとして運営していくことにより、町民の介

護予防を図り健康寿命の延伸に努めております。 

  毎週日曜日は、「元気シニアクラブ」として、おおむね５５歳以上の桑折町民の交流の場

とし、健康維持増進等のため予約制にて開放しております。利用している皆様より利用ご



とに、町の共同募金にご協力いただき、県共同募金委員会に送金し、募金の中から多くの

配分を受け、町民の福祉向上のための事業に役立てております。 

  また、「子ども食堂」の設置・運営については、令和元年７月より（月１回）社会福祉協

議会が主体となり、町内社会福祉法人（５法人）により、人員・運営費の負担をいただき

社会福祉法人の社会貢献事業として実施しております。その他町食生活改善推進員、赤十

字奉仕団、民生委員協議会、一般ボランティアの皆様よりの協力や農家の方からの米や野

菜の寄付と一般町民の方により寄付により、成り立っております。子ども食堂利用者には、

「元気シニアクラブ」同様に町の共同募金にご協力いただき、募金の中から配分を受け町

民の福祉向上のための事業に役立てております。 

８ 地域福祉活動計画 

桑折町が令和２年３月に策定した「桑折町地域福祉計画」の策定を受け、令和３年１２

月に「桑折町地域福祉活動計画」を策定しました。この計画は「桑折町地域福祉計画」の

計画期間に合わせ、令和４年度から令和６年度までの３か年の計画で、地域住民やボラン

ティア団体等と協力しながら、具体的な地域福祉活動を推進するための活動行動計画とし

て、町の地域福推進のため各事業を進めていきます。 

９ 社会福祉充実計画 

毎年度決算において、社会福祉充実残額が発生した場合の使途については、社会福祉事

業として職員給与等の待遇改善、一時金の支給及び新規事業開設に伴う人材の雇用並びに

施設・設備の整備に充当する方針ですが、社会福祉事業の用に供している土地・建物を所

有していない当社協においては、社会福祉充実残額は生じておらず、従いまして現時点で

社会福祉充実計画は策定しておりません。 

 


